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4. 今回工認モデルの静的地震力について 

Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」及びⅤ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧

力容器内部構造物の地震応答計算書」に示す水平方向の静的解析には，平成 3 年 8 月 23 日付け

3 資庁第 6675 号にて認可された工事計画（以下「既工認」という。）の添付資料Ⅳ-2-3「原子炉

建屋の地震応答計算書」にて算出した値を用いている。 

本章では，今回工認モデルに基づく地震層せん断力係数及び地下部分の水平震度を踏まえた，

水平方向静的地震力への影響について説明する。 

 4.1 地震層せん断力係数及び地下部分の水平震度の算定方法 

水平方向の基準面は地表面（T.M.S.L.12.0m）とし，基準面より上の部分（地上部分）の地震

層せん断力係数は次式により算定する。 

 

 Ｃｉ＝Ｚ･Ｒｔ･Ａｔ･Ｃ0 

ここで， 

 Ｃｉ ：第ｉ層の地震層せん断力係数 

 Ｚ  ：地震地域係数（1.0） 

 Ｒｔ ：振動特性係数（0.8） 

 Ａｉ ：第ｉ層のせん断力係数の高さ方向の分布係数 

 Ｃ0  ：標準せん断力係数（0.2） 

 

また，Ａｉは，地震応答解析モデル（埋込み考慮のスウェイ・ロッキングモデル）により SRSS
法にて求める。  

 

 Ａｉ＝ｑｉ／ｑＢ  

ここで， 
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 ｗｓｋ  ：ｓ階のｋ番目の質点重量  

 βｊ  ：ｊ次の刺激係数  

 ｕｓｋｊ ：ｓ階のｋ番目の質点のｊ次の固有モード  

 Ｒｔｊ  ：ｊ次の固有周期に対応するＲｔの値  

 

  Ｔｊ＜Ｔｃの場合  Ｒｔｊ＝1  

  Ｔｃ≦Ｔｊ＜2Ｔｃの場合 Ｒｔｊ＝1－0.2
Ｔ

ｊ

Ｔ
ｃ

－1    

  2Ｔｃ≦Ｔｊの場合  Ｒｔｊ＝
1.6Ｔ

ｃ

Ｔ
ｊ

  

   Ｔｊ ：建屋の設計用ｊ次固有周期（単位：秒）  

   Ｔｃ ：支持地盤種別に応じた地盤卓越周期（0.4）（単位：秒）  
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 ｍ  ：考慮する次数の総数  

 ｎ  ：総階数  

 λ  ：ｓ階の質点数  

 ｑｉ ：ｉ層の基準化前の等価層せん断力係数  

 ｑＢ ：基準階レベルの等価層せん断力係数  

 

基準面より下の部分（地下部分）の水平震度は次式により算定する。 

 

 Ｋ＝0.1･ｎ･(1－Ｈ／40)･Ｚ･α 

ここで， 

 Ｋ  ：地下部分の水平震度 

 ｎ  ：施設の重要度分類に応じた係数（3.0） 

 Ｈ  ：地下の各部分の基準面からの深さ 

 Ｚ  ：地震地域係数（1.0） 

 α  ：建屋側方地盤の影響を考慮した水平震度の補正係数（1.2） 

 

 

 4.2 今回工認モデルに基づく地震層せん断力係数及び地下部分の水平震度の算定結果 

今回工認モデルに基づく地震層せん断力係数（3.0Ci）及び地下部分の水平震度（K）の算定

結果と既工認の値の比較を表 4－1及び表 4－2に示す。全ての標高において，今回工認モデル

に基づく地震層せん断力係数（3.0Ci）及び地下部分の水平震度（K）が既工認の値以下である

ことから，既工認の値により算定した静的地震力を用いても安全上支障がないと考えられる。 
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表 4－1 地震層せん断力係数（3.0Ci）及び地下部分の水平震度（K）の比較結果（NS方向） 

標高 

T.M.S.L.(m) 

地震層せん断力係数・地下部分の水平震度 比率 

（②／①） ①既工認 ②今回工認 

49.7 0.76 0.74 0.98 

38.2 0.65 0.64 0.99 

31.7 0.58 0.57 0.99 

23.5 0.51 0.51 1.00 

18.1 0.48 0.48 1.00 

12.3 0.36 0.36 1.00 

4.8 0.30 0.30 1.00 

-1.7 0.24 0.24 1.00 

-8.2 0.18 0.18 1.00 

 

 

表 4－2 地震層せん断力係数（3.0Ci）及び地下部分の水平震度（K）の比較結果（EW方向） 

標高 

T.M.S.L.(m) 

地震層せん断力係数・地下部分の水平震度 比率 

（②／①） ①既工認 ②今回工認 

49.7 0.72 0.71 0.99 

38.2 0.64 0.63 0.99 

31.7 0.57 0.56 0.99 

23.5 0.51 0.51 1.00 

18.1 0.48 0.48 1.00 

12.3 0.36 0.36 1.00 

4.8 0.30 0.30 1.00 

-1.7 0.24 0.24 1.00 

-8.2 0.18 0.18 1.00 
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